
平成１６年３月期     個別中間財務諸表の概要

 平成１５年１１月２０日

会 社 名   フクダ電子株式会社     登録銘柄

コ ー ド 番 号   ６９６０     本社所在都道府県

(ＵＲＬ http://www.fukuda.co.jp ）     東京都

代   表   者 役   職   名 取 締 役 社 長

氏        名 福 田 孝 太 郎

問い合わせ先  責任者役職名 取締役  経理部長

氏        名 岩  本  雅  行 ＴＥＬ (０３)３８１５―２１２１（代）

決算取締役会開催日       平成１５年１１月２０日 中間配当制度の有無    有

中間配当支払開始日       平成１５年１２月１０日 単元株制度採用の有無  有（１単元１００株）

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）

（１）経営成績 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

％

１５年９月中間期 (5.2) (△1.5)
１４年９月中間期 (△2.0) (△29.1)

１５年３月期

１５年９月中間期 2,339 (12.6)

１４年９月中間期 2,078 (24.0)

１５年３月期 2,684
（注）１．期中平均株式数 １５年９月中間期 19,163,644株 １５年３月期

      ２．会計処理の方法の変更 無

      ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況

１５年９月中間期

１４年９月中間期

１５年３月期

（３）財政状態

円 銭

１５年９月中間期 87
１４年９月中間期 04
１５年３月期 78
（注）１．期末発行済株式数 １５年９月中間期 18,974,567株 １５年３月期

      ２．期末自己株式数 １５年９月中間期 429,433株 １５年３月期

２. １６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

期  末

円    銭

通 期 15  00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）

※本資料における業績予想および将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、

潜在的なリスクや不確定要素が含まれております。

  従いまして、実際の業績は今後の事業環境の変化により予想数値と異なる場合がありますことをご承知おき願います。

173円22銭

74.8 2,822
18,473,255株

30  003,200

    円   銭

１株当たり株主資本

  百万円      ％

3,936

１株当たり中間

18,473,266株 19,037,480株

  円   銭  

 百万円       ％

        百万円    ％

（当期）純利益

3,115
2,67222,466 1,833

経 常 利 益

(16.6)
(△21.7)

           百万円

１株当たり年間配当金

15  00

―

―

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

中間（当期）純利益

    円   銭

126  66
108  44

139  54

30  00―

１株当たり中間配当金

売 上 高 営 業 利 益

１４年９月中間期

23,630 1,805

44,241 2,904

52,693

930,765株

18,473,235株

73,398
71,487

百万円

54,881

百万円

15  00

百万円

１４年９月中間期

１４年９月中間期

１株当たり年間配当金
当期純利益

2,970

930,745株

百万円 円   銭

2,777

％

49,000

経 常 利 益

百万円

5,150

売 上 高

74.8
73.7

69,724 52,174
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1-1.中 間 貸 借 対 照 表

　(単位：百万円）　百万円未満切捨て

構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ.

20,324 17,996 19,424

13 19 15

17,481 18,840 16,059

499 499 499

6,928 6,901 6,757

4,555 4,536 4,608

895 783 717

1,233 1,443 1,126

△ 694 △ 414 △ 573

51,237 69.8 50,606 70.8 48,634 69.8

Ⅱ.

※1

土 地 4,301 4,303 4,301

そ の 他 3,172 3,281 3,119

有 形 固 定 資 産 合 計 7,473 10.2 7,584 10.6 7,420 10.6

571 0.8 693 1.0 637 0.9

投 資 有 価 証 券 4,491 3,523 3,263

関 係 会 社 株 式 4,832 4,299 4,780

繰 延 税 金 資 産 3,268 3,618 3,597

そ の 他 2,866 2,525 2,649

貸 倒 引 当 金 △ 83 - -

投 資 評 価 引 当 金 △ 1,259 △ 1,365 △ 1,259

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 14,115 19.2 12,602 17.6 13,032 18.7

22,160 30.2 20,880 29.2 21,090 30.2

73,398 100.0 71,487 100.0 69,724 100.0

流　　動　　資　　産

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前事業年度

要約貸借対照表
(平成15年9月30日現在） (平成14年9月30日現在） (平成15年3月31日現在）

た な 卸 資 産

固 定 資 産 合 計

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産 合 計

  

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

科           目

(資     産     の     部)

無 形 固 定 資 産

短 期 貸 付 金

 

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券
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(単位：百万円）　百万円未満切捨て

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ.

5,561 5,835 4,727

4,041 4,229 4,437

965 1,324 630

510 520 510

45 45 45

※３ 4,551 4,064 4,403

15,674 21.3 16,020 22.4 14,755 21.2

Ⅱ.

765 765 765

1,127 1,109 1,107

948 899 922

2,841 3.9 2,773 3.9 2,794 4.0

18,516 25.2 18,794 26.3 17,550 25.2

Ⅰ． 資 本 金 4,387 6.0 4,387 6.1 4,387 6.3

Ⅱ. 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 8,683 8,683 8,683

そ の 他 資 本 剰 余 金 0 0 0

資 本 剰 余 金 合 計 8,684 11.8 8,684 12.1 8,684 12.5

Ⅲ. 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 1,096 1,096 1,096

任 意 積 立 金 37,349 35,348 35,348

中 間 （当 期） 未 処 分 利 益 4,666 4,311 4,633

利 益 剰 余 金 合 計 43,112 58.7 40,756 57.0 41,078 58.9

Ⅳ． そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 544 0.8 △ 89 △ 0.1 △ 128 △ 0.2

Ⅴ. 自 己 株 式 △ 1,846 △ 2.5 △ 1,045 △ 1.4 △ 1,846 △ 2.7

資 本 合 計 54,881 74.8 52,693 73.7 52,174 74.8

73,398 100.0 71,487 100.0 69,724 100.0

(負     債     の     部)

                      科               目

固 定 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形

買 掛 金

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

新 株 引 受 権

社 債

負 債 ・ 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 合 計

(資     本     の     部)

(平成15年9月30日現在）

前中間会計期間末

(平成14年9月30日現在）

前事業年度
要約貸借対照表

(平成15年3月31日現在）

当中間会計期間末
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1-2. 中　間　損  益  計  算  書

(単位：百万円）　百万円未満切捨て

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

% % %

Ⅰ. 23,630 100.0 22,466 100.0 44,241 100.0

Ⅱ. 17,663 74.7 16,878 75.1 33,814 76.4

売 上 総 利 益 5,967 25.3 5,588 24.9 10,426 23.6

Ⅲ. 4,161 17.7 3,754 16.7 7,521 17.0

営 業 利 益 1,805 7.6 1,833 8.2 2,904 6.6

Ⅳ. ※１ 1,342 5.7 910 4.0 1,137 2.5

Ⅴ. ※２ 32 0.1 71 0.3 105 0.2

経 常 利 益 3,115 13.2 2,672 11.9 3,936 8.9

Ⅵ. ※３ 24 0.1 702 3.1 823 1.9

Ⅶ. ※４ 7 0.0 301 1.3 480 1.1

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 3,132 13.3 3,073 13.7 4,279 9.7

法人税、住民税及び事業税 1,100 4.7 1,360 6.1 1,850 4.2

法 人 税 等 調 整 額 △ 306 △ 1.3 △ 364 △ 1.6 △ 255 △ 0.6

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,339 9.9 2,078 9.2 2,684 6.1

前 期 繰 越 利 益 2,326 2,233 2,233

中 間 配 当 額 - - 284

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 4,666 4,311 4,633

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当中間会計期間

自平成15年4月 1日
至平成15年9月30日

                    科                   目

前事業年度
要約損益計算書

自平成14年4月 1日
至平成15年3月31日

前中間会計期間

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１) 有価証券 

満期保有目的債券…償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

              （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産 

商品・製品……先入先出法による原価法 

原 材 料……総平均法による原価法 

仕 掛 品……個別法による原価法 

貯 蔵 品……最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっておりますが、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基準によっております。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しておりま

す。 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数または償却期間については、法人税法の規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

また、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（３年以内）における見込販売数量に基づ

く償却額と残存有効期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する方法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）投資評価引当金 

子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘案して計上

しております。 

（３）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年）による定率法により、翌事業年度から費用処理しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるため､内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

27             



（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

5,801 百万円 5,488 百万円 5,584 百万円

  ２．手形割引高 230 百万円   ２．手形割引高 145 百万円  ２．手形割引高 198 百万円

（輸出手形割引高） （輸出手形割引高） （輸出手形割引高）

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３．―

仮払消費税等及び仮受消費税等は相 同     左

殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。

(平成15年9月30日現在） (平成14年9月30日現在） (平成15年3月31日現在）

注 記 事 項

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末
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（中間損益計算書関係）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 21 百万円 受取利息 38 百万円 受取利息 69 百万円

受取配当金 1,156 百万円 受取配当金 716 百万円 受取配当金 719 百万円

不動産賃貸収入 136 百万円 不動産賃貸収入 132 百万円 不動産賃貸収入 272 百万円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

支払利息 9 百万円 投資評価引当金 投資評価引当金

為替差損 17 百万円 繰 入 額 56 百万円 繰 入 額 56 百万円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目

保険解約益 24 百万円 保険解約益 702 百万円 保険解約益 717 百万円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目

固定資産除却損 7 百万円 投 資 有 価 証 券 投 資 有 価 証 券

評 価 損 299 百万円 評 価 損 396 百万円

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額

有形固定資産 279 百万円 有形固定資産 291 百万円 有形固定資産 670 百万円

無形固定資産 110 百万円 無形固定資産 90 百万円 無形固定資産 184 百万円

前事業年度

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日

当中間会計期間

自平成15年4月 1日

至平成15年9月30日

前中間会計期間

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日
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①リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 １．リース物件の取得価額相当額、減価償 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

　　却累計額相当額及び中間期末残高相当額 　　却累計額相当額及び中間期末残高相当額 　　却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 減価償却累計額 中 間 期末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 中 間 期末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

工 具 ・ 器 具 工 具 ・ 器具 工 具 ・ 器具

及 び 備 品 及 び 備 品 及 び 備 品

無形固定資産 402百万円 190百万円 212百万円 無形固定資産 312百万円 125百万円 187百万円 無形固定資産 374百万円 148百万円 225百万円

合 計 909百万円 486百万円 422百万円 合 計 783百万円 337百万円 446百万円 合 計 847百万円 388百万円 458百万円

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 178百万円 １ 年 内 164百万円 １ 年 内 183百万円

１ 年 超 268百万円 １ 年 超 296百万円 １ 年 超 299百万円

合 計 447百万円 合 計 461百万円 合 計 482百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
　　相当額 　　相当額 　　相当額

支払リース料 111百万円 支払リース料 97百万円 支払リース料 200百万円

減価償却費相当額 96百万円 減価償却費相当額 84百万円 減価償却費相当額 173百万円

支払利息相当額 15百万円 支払利息相当額 15百万円 支払利息相当額 31百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　　る定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

　　の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

　　ついては、利息法によっております。

②有価証券
  当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま
せん。

同　　　左 同　　　左

239百万円 233百万円

同　　　左 同　　　左

至平成15年9月30日 至平成14年9月30日 至平成15年3月31日

506百万円 296百万円 210百万円 470百万円 211百万円 259百万円 472百万円

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

自平成15年4月 1日 自平成14年4月 1日 自平成14年4月 1日
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